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（1）H―14.7.9〈ふ風俗（パチンコ）／工事中止命令／工事続行禁止〉最 3判平成 14年 7月 9日1）（民















































































































（1）S―42.4.17―7〈い医薬品関係（薬局）／不許可／取消〉広島地判昭和 42年 4月 17日1）（民集 29
巻 4号 629頁，②→ S―43.7.30〈い医薬品関係（薬局）／不許可／取消〉広島高判，③→ S―50.4.30〈い
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（2）S―42.4.17―19〈い医薬品関係（薬局）／不許可／取消〉広島地判昭和 42年 4月 17日（判時
487号 34頁，②→ S―43.11.13〈い医薬品関係（薬局）／不許可／取消〉広島高判）は，被告，知






































（1）S―51.3.30〔は廃棄物（清掃業）／不許可／取消〕東京高判昭和 51年 3月 30日1）（行集 27巻 3








ての裁量権行使の正当な範囲を逸脱した違法がある」とし，市長が昭和 38年 1月 8日付汚物取扱
業許可申請についてした不許可処分を取り消す。
（2）S―53.5.26〔ふ風俗（個室付浴場）／営業停止（児童遊園設置認可）／国賠〕最 2判昭和 53年



















































（6）H―22.12.20〈ほ法務（行政書士）／禁止（書類作成）／刑〉最 1判平成 22年 12月 20日5）（刑




類であることは否定できないとしても，行政書士法 1条の 2第 1項にいう『事実証明に関する書類』
に当たるとみることはできない」，「したがって，被告人が業として本件家系図を作成した行為は行
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（1）S―28.6.26〈し歯科関係（技工士）／禁止（印象採得）／刑〉最 2判昭和 28年 6月 26日1）（刑
集 7巻 6号 1389頁）は，「所論は，憲法違反をいっているが，実質は法令違反の主張であって，上
告適法の理由にならない」とし，「施術の巧拙は患者の健康に影響を及ぼすおそれがあるテーゼ」（後
述（C）（2）【し歯科関係】ア）参照）をいい，上告を棄却する。
（2）S―29.5.4〈し歯科関係（技工士）／禁止（印象採得）／刑〉最 3判2）（刑集 8巻 5号 615頁）は，
S―28.6.26〈し歯科関係（技工士）／禁止（印象採得）／刑〉最 2判を援用し，上告を斥ける。
（3）S―42.7.25〔う運送（バス）／免許申請却下／取消〕東京高判昭和 42年 7月 25日3）（行集 18巻
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7号 1014頁，①→ S―38.12.25〔う運送（バス）／免許申請却下／取消〕東京地判，③→ S―50.5.29〔う
運送（バス）／免許申請却下／取消〕最 1判）は，被告，運輸大臣のした却下処分について，原告
















（4）S―47.6.30〈い飲食業（自動車）／営業妨害／妨害排除〉釧路地判昭和 47年 6月 30日（判時
677号 93頁，②→ S―49.8.26〈い飲食業（自動車）／営業妨害／妨害排除〉札幌高判）は，「営業
権に基づき違法な妨害行為の排除を求めることができるテーゼ」（後述（C）（1）【い飲食業（自動車）】









（5）S―47.10.12〔は廃棄物（清掃業）／不許可／取消〕最 1判昭和 47年 10月 12日（民集 26巻 8
号 1410頁，①→ S―40.7.1〔は廃棄物（清掃業）／不許可／取消〕横浜地判昭和 40年 7月 1日，②


















































































　　 ア）清掃法 15条 1項は，許可を与えた汚物取扱業者に市町村の事務を代行させることにより，
みずから処理したのと同様の効果を確保しようとしたテーゼ



















































































　　2） 杉山悦子・ジュリ別冊 169号 257頁（2003）。
　　3） 福井章代・曹時 57巻 4号 1218―1219頁（2005）。













































　　1） 昭和 38年，薬事法の一部が改正され，適正配置規制が設けられた。改正薬事法は昭和 38年 7月 12日公布さ
れ，即日施行となった。原告は，その施行前の同年 6月 25日付の書面で許可を申請し，同年 7月 11日，申請
を受理されていたところ，被告，知事は，昭和 39年 1月 27日，改正後の薬事法およびこれに準拠して制定さ











　　3） 後述のように，1審，酒田簡判昭和 47年 10月 23日（刑集 32巻 4号 623頁）は，憲法 31条に言及するが，
22条には言及せず有罪とした。2審は憲法判断に入り，有罪とした。
　　4） 1審，東京地判昭和 50年 6月 25日（行集 26巻 6号 842頁）は，「毒物及び劇物につき輸入業などの登録申
請がなされた場合，被告厚生大臣は，単に法 5条，規則 4条の 4所定の拒否事由の有無について判断するにと
どまらず，右拒否事由がない場合においても，当該登録を許すことによって保健衛生上の安全を明らかに害す









年 10月 24日（刑集 64巻 8号 1302頁）は，本件家系図が行政書士法 1条の 2第 1項にいう「事実証明に関す
る書類」に該当するとして，被告人の行為は同法 19条 1項に違反するとして有罪とした。憲法問題は提起さ












　　6） 中原茂樹・論究ジュリ 3号 14.18頁（2012）。
　　7） 田村悦一・別冊ジュリ 122号 59頁（1993）。
　　8） 宮崎良夫・別冊ジュリ 150号 155頁（1999）。











に止めている。こうした判断手法は支持できる」（今井猛嘉・法教別冊 377号判例セレクト 2011 Ⅰ 35頁〔2012〕）
等，好意的コメントが多い。
　　11） 新村正人・曹時 35巻 11号 200頁（1983）。
　　12） 下山憲治・別冊ジュリ 235号 123頁（2017）。
　　13） 宇賀克也・法協 99巻 11号 159頁（1982）。
　　14） 村上武則・別冊ジュリ 181号 119頁（2006）。
　βタイプ
　（1）「処分は適法，有罪」アプローチ
　　1） 1審，釧路地北見支判昭和 26年 5月 8日（刑集 7巻 6号 1393頁），2審，札幌高判昭和 26年 9月 25日（高
刑 4巻 8号 1053頁）とも有罪。ともに憲法判断はない。
　　2） 1審，広島地尾道支判昭和 27年 5月 30日（刑集 8巻 5号 623頁）は有罪。憲法判断はない。2審，広島高判
昭和 27年 11月 5日（高検速報 27年 2号，判決文は不明）も有罪。
　　3） 後述のように，1審は，職業選択の自由，適正手続の保障に言及しつつ，被告，運輸大臣が免許申請を却下
した処分を取り消した。













　　8） S.H.E.・時の法令 638号 58―59頁（1968）。





　　10） 佐藤繁・曹時 25巻 5号 131―132頁（1973）。
　　11） 浜秀和・判評（判時 697号）171号 4頁（1973）。
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（（1）（3）（4）（7）アカデミア社会科学編 10号 1頁〔2016〕，11号 1頁〔2016〕，12号 1頁〔2017〕，14
卷号 1頁〔2018〕，（2）（5）（6）（8）南山法学 39卷 3・4号 391頁〔2016〕，40卷 3・4号 295頁〔2017〕，
41卷 2号 171頁〔2018〕，41卷 3・4号 105頁〔2018〕）。職業選択の自由に関する判例を素材とする
本稿は，既発表論文「職業選択の自由をめぐる司法消極主義と積極主義（1）」（南山法学 42卷 3・4号
〔2019〕）に続くものであり，《消極主義Ⅰ》（1）「抽象的に違憲違法を主張するのは不適法」，（2）「罰
条の違憲性を上告趣意で初めて主張するのは不適法」，（3）「法律上の争訟に当たらず不適法」，（4）「訴
えの利益の事後喪失」，《消極主義Ⅱ》α（1）「申請時の法令の定める許可基準」，（2）「裁量権の範囲を
逸脱・処分は違法，無罪」，β（1）「処分は適法，有罪」等のアプローチを分析，検討する。
